平成２２年地方公務員給与実態調査
調査要領

[image: image1.wmf]100

25

[image: image2.wmf]都　道　府　県

指　定　都　市

市

町　　　　　村

特　　別　　区

総務省自治行政局公務員部給与能率推進室

平成２２年地方公務員給与実態調査　調査要領

　Ⅰ　調査対象団体等
　　　都道府県、指定都市、市、町村、特別区及び特定地方独立行政法人（設立した地方公共団体において調査する。）
　Ⅱ　調査項目（調査表）

　　１　一般職（教育長を除く。）

　　（１）職員数

　　　 １　職員数に関する調（01表）

　　　 ２　部門別職員数に関する調（02表）

　　　 ３　職種別、年齢別職員数に関する調（05表）

　　（２）初任給基準及び給与額

　　   ４　初任給基準に関する調（ eq \o\ac(○,県)

 eq \o\ac(○,指)08表、  eq \o\ac(○,市)

 eq \o\ac(○,区)

 eq \o\ac(○,町)

 eq \o\ac(○,村)09表）

　　   ５　職種別職員数及び給与額に関する調（12表）

       ６　経験年数別、学歴別職員数及び給料月額に関する調（ eq \o\ac(○,県)14～18、31～37表、  eq \o\ac(○,指) eq \o\ac(○,市)

 eq \o\ac(○,区)

 eq \o\ac(○,町)

 eq \o\ac(○,村)14～16、31～37表）
　　   ７　年齢別、学歴別職員数及び給料月額に関する調（27～28表）

　　　 ８　年齢別、 学歴別職員数及び給与月額に関する調（38～39表）

　　（３）採用者数、退職者数及び退職手当額

   　　９　職員区分別、学歴別、年齢別採用職員数に関する調（19表）

10　退職事由別、年齢別退職者数及び退職手当額に関する調（ eq \o\ac(○,県)20～24、 29～30表、 eq \o\ac(○,指) eq \o\ac(○,市)

 eq \o\ac(○,区)

 eq \o\ac(○,町)

 eq \o\ac(○,村)20～21、 23～24、 29～30表）
２　特別職（教育長を含む。）

11　特別職に属する職員等の定数及び給料（報酬）額に関する調（ eq \o\ac(○,県)

 eq \o\ac(○,指)25表、  eq \o\ac(○,市)

 eq \o\ac(○,区)

 eq \o\ac(○,町)

 eq \o\ac(○,村)26表）
３　その他
12　給料表別、級号給別職員数及び給料月額に関する調（附表）（都道府県及び指定都市のみ記載）
　　

　Ⅲ　調査期日　　平成２２年４月１日
Ⅳ　調査表等の提出期日　（別途通知）

　Ⅴ　各調査表の記載要領
 条件コード表関係（００表）（市町村は、１「団体コード」及び６「地域手当導入番号」を記載のこと。）

１　「団体コード」は、「全国地方公共団体コード」（平成２２年４月１日現在総務省編）により記載すること（以下各表について同じ。）。

２　「団体区分番号」は、次表により記載すること。

	団　体　区　分
	団体区分番号
	

	都　道　府　県
	１
	

	指　定　都　市
	２
	

	市
	３
	[image: image3.wmf]100

25



	町　　　　　村
	４
	    （記載の要なし）

	特 　 別　  区
	５
	


　　　　　　　　　

３　「交付・不交付番号」は、平成２１年度地方交付税の交付団体は１、不交付団体は２と記載すること。

４　「財政力指数番号」は、次表により記載すること。

　　なお、財政力指数は、後進地域の開発に関する公共事業に係る国の負担割合の特例に関する法律第２条第１項の例により計算すること。なお、基準年度は平成１９～平成２１年度とする。

	財政力指数区分
	財政力指数区分番号

	  1.00以上
	１

	  0.70以上1.00未満
	２

	  0.50 〃 0.70 〃
	３

	  0.30 〃 0.50 〃
	４

	  0.30未満
	５


５　「寒冷地手当支給地域番号」は、次表により記載すること。

　　なお、寒冷地手当支給地域区分は、当該団体の本庁所在地について、「国家公務員の寒冷地手当に関する法律別表」の支給地域の区分によること。

	寒冷地手当支給地域区分
	寒冷地手当支給地域区分番号

	１　級　地
	１

	２　級　地
	２

	３　級　地
	３

	４　級　地
	４

	無
	０


６　「地域手当導入番号」は、地域手当を支給している団体については１、支給していない団体は２と記載すること。
 職員数に関する調（０１表）

　本表は、一般職に属する職員（教育長を除く。以下２５表及び２６表以外の全表について同じ。）について、平成２２年４月１日現在の在職者（４月１日における休職者、停職者、育児休業をしている者等及び４月１日採用者を含み、４月１日付けの退職者を除くこと。以下０２～１８表、２７～２８表及び３１～３９表について同じ。）数（０８表、０９表、１９表、２５表及び２６表を除き、再任用職員（短時間勤務職員を除く。）及び勤務延長職員を含む。）を職員区分及び行政部門別に調査するものであること。

（表頭部分）

１　「一般職員」の欄には、「教育公務員」、「警察官」及び「臨時職員」の欄に該当する職員以外の常勤の職員を記載すること。
２　「教育公務員」の欄には、教育公務員特例法第２条第１項に規定する教育公務員のうち、常勤の職員（公立学校の学長、校長（園長を含む。）、教員及び部局長並びに教育委員会の専門的教育職員）及び同法施行令第９条から第１１条までに規定する常勤の職員（公立大学の助手、公立大学以外の公立学校の助手、実習助手、寄宿舎指導員並びに公立の専修・各種学校の校長及び教員）を記載すること。

３　「警察官」の欄には、警察法第５６条第２項に規定する地方警察職員のうち、警察官である常勤の職員を記載すること。

４　「一般職員のうち技能労務職員」の欄には、「一般職員」の欄に記載された職員のうち、地方公務員法第５７条に規定する単純な労務に雇用される者を内書きとして再掲すること。なお、「公営企業会計関係」の欄についても同様であること。

５　「臨時職員」の欄には、一般職に属する臨時職員等のうち、その職名のいかんを問わず、常時勤務に服することを要する職員について定められている勤務時間以上勤務した日（法令の規定により、勤務を要しないこととされ、又は休暇を与えられた日を含む。）が１８日以上ある月が平成２２年４月１日現在において引き続いて１２月を超える職員のみを記載すること。

６　「再任用職員」の欄には、平成２２年４月１日現在において、地方公務員法第２８条の４の規定等により任用されている常勤の職員で再掲の数値を記載すること。

７　「勤務延長職員」の欄には、地方公務員法第２８条の３の規定により任用されている職員で再掲の数値を記載すること。

（表側区分）

８　職員の会計区分は次によること。
	会計区分
	対　　象　　範　　囲

	１　普通会計関係
	２に掲げる以外の職員

	２
公

営

事

業

会

計

関

係
	(1)公 営 企 業
会 計 関 係

（地方公営企業法の全部を適用している事業）
	下記の事業に係る職員
①　水道事業

②　工業用水道事業

③　交通事業（軌道事業、鉄道事業及び自動車運送事業）

④　電気事業

⑤　ガス事業

⑥　上記事業のほか、地方公営企業法第２条第３項の規定に基づき条例又は規約の定めるところにより、同法第４章（職員の身分取扱）の規定が適用される事業

	
	(2)そ  の  他
公 営 企 業
会 計 関 係

（地方公営企業法の財務規定等のみを適用している事業及び法非適用事業）
	下記の事業に係る職員（上記(1)の⑥に該当する事業を除く。）
①　簡易水道事業

②　病院事業（国民健康保険事業の直診勘定に属する病床数２０床以上の施設を有する病院を含み、病床数２０床以上の施設を有する病院であっても、地方公営企業法（財務規定等）を適用していない独立の伝染病院及び大学付属病院等の一般行政上の目的から経営している病院は除く。）

③　下水道事業（公共下水道（特定公共下水道及び特定環境保全公共下水道を含む。）、流域下水道、農業集落排水施設、漁業集落排水施設、林業集落排水施設、簡易排水施設、小規模集合排水処理施設、特定地域生活排水処理施設及び個別排水処理施設）

④　港湾整備事業（埋立事業並びに荷役機械、上屋、倉庫、貯木場及び船舶の離着岸を補助するための船舶を使用させる事業に限る。）

⑤　市場事業

⑥　と畜場事業

⑦　観光施設事業（休養宿泊施設事業、索道事業（ロープウェイ、スキーリフト等）及びその他観光事業）

⑧　宅地造成事業（住宅用地造成事業、内陸工業用地造成事業、臨海土地造成事業、流通業務団地造成事業及び都市開発事業）

⑨　有料道路事業、駐車場整備事業

⑩　介護サービス事業

⑪　その他、地方公営企業法第２条第３項の規定に基づき条例又は規約の定めるところにより、同法の財務規定等のみを適用している事業

	
	(3)そ の 他

事 業 関 係
	下記の事業に係る職員

①　公立大学付属病院事業（普通会計に属する職員は除く。）

②　収益事業（競馬、競輪、モーターボート競走、小型自動車競走及び宝くじの各事業）

③　国民健康保険事業（直診勘定に係る病床数２０床以上の病院を除く。）

④　老人保健医療事業

⑤　農業共済事業

⑥　交通災害共済事業（地方公共団体が条例等により直接行うもの。）

⑦　介護保険事業
⑧　後期高齢者医療事業


９　「消防関係」の欄には、消防本部、消防署及び消防団に勤務する職員について記載すること。

10　「教育関係」の欄には、教育委員会の事務局、学校（大学附属病院（普通会計関係に限る。）を含む。）、図書館、博物館、公民館、その他の教育機関及び施設に勤務する職員について記載すること。なお、市町村立学校職員給与負担法第１条及び第２条に規定する職員（以下「県費負担教職員」という。）については、都道府県で調査すること。

(１)　「義務教育」の欄には、小学校、中学校及び特別支援学校の小学部・中学部に勤務する職員をそれぞれの該当する欄に記載すること。

　　　　なお、「枠外」の欄には、本来義務教育費国庫負担法の規定により、給与の一部が国の負担の対象となる職員（校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭、講師、寄宿舎指導員、学校栄養職員及び事務職員をいう。）のうち、当該給与の一部が負担されていない職員（いわゆる枠外職員）を記載すること。ただし、都道府県において任用した者については都道府県で、市町村において任用した者については市町村で調査すること。

(２)　「その他の教育」の欄には、高等学校、大学（短期大学を含む。）、特別支援学校（高等部、幼稚部）及びその他の学校（高等専門学校、専修学校、各種学校及び幼稚園）に勤務する職員を記載すること。

(３)　「学校以外の教育関係」の欄には、教育委員会の事務局、図書館、博物館、公民館、その他の教育機関及び施設に勤務する職員を記載すること。

　　　　なお、教育委員会の事務局に勤務する指導主事のうち地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１９条第４項後段の規定により学校の教員をもって充てられている者（以下「充て指導主事」という。）については、教員としてその者の属する当該学校の欄に記載すること。

11　「警察関係」の欄には、警視庁、道府県警察本部、市警察部及び警察署等に勤務する職員を記載すること。

12　「特定地方独立行政法人」の欄には、特定地方独立行政法人に勤務する職員を記載すること。

13  兼務等により、２以上の欄にわたる職員については、当該職員の本務によって、該当欄に記載すること。

　　なお、本務、兼務の区分は、発令されている辞令によることとし、辞令で区分できない場合は支給されている給料月額の多い方によること（以下同じ。）。

 部門別職員数に関する調（０２表）

　本表は、０１表職員数に関する調の内訳として「一般行政関係」、「消防関係」及び「教育関係」の「学校以外の教育関係」の欄に記載した職員（再任用職員及び勤務延長職員を含む。）について調査するものであること。

（表頭区分）

１　「本庁関係職員」の欄には、地方自治法第４条に規定する事務所（都道府県庁、市役所、特別区の区役所及び町村役場）に勤務する職員を記載すること。

２　「施設関係職員」の欄には、地方自治法第２４４条に規定する公の施設及び試験研究機関等に勤務する職員を記載すること。この職員を例示すれば、おおむね次のとおりであること。

　　公会堂・市民（県民）会館・産業会館等の各種会館、更生施設・医療保護施設・授産施設等の生活保護施設、助産施設・母子生活支援施設・保育所・知的障害児施設・肢体不自由児施設等の児童福祉施設、母子福祉センター・母子休養ホーム等の母子福祉施設、母子健康センター等の母子保健施設、養護老人ホーム・老人福祉センター等の老人福祉施設、肢体不自由者更生施設・身体障害者授産施設等の身体障害者更生援護施設、知的障害者援護施設、診療所（その他会計に属するものを除く。）、し尿・ごみ・じんあい等の処理施設、火葬場、職業能力開発施設、公園施設、体育館・野球場・競技場等の体育施設、図書館・博物館・公民館等の社会教育施設等の各施設、農林水産の試験場・研究所及び公害・衛生研究所等の各種試験・研究機関に勤務する職員

　　なお、「清掃職員」、「給食センター関係」、「普及指導員等」及び「土木工夫」については、「本庁関係職員」及び「その他関係職員」であっても「施設関係職員」に含めるものであること。

３　「その他関係職員」の欄には、地方自治法第１５５条に規定する支庁、地方事務所、支所、出張所及び同法第１５６条に規定する保健所、労政事務所、福祉事務所、税務事務所、婦人相談所、児童相談所、病害虫防除所、家畜保健衛生所、繭検定所、計量検定所等の行政機関のほか東京事務所、農林事務所、土木事務所、教育事務所等の出先機関に勤務する職員を記載すること。

　　また、指定都市の区役所に勤務する職員についてもこの欄に記載すること。

４　「一般職員等」とは、０１表職員数に関する調の「一般職員」と「学校以外の教育関係」の「教育公務員」を、「一般職員等のうち技能労務職員」とは、０１表の「一般職員のうち技能労務職員」を、「臨時職員」とは、０１表の「臨時職員」をそれぞれいうものであること。

５　「事業費支弁職員」とは、普通建設事業費、災害復旧事業費及び失業対策事業費に含めて給料（支出費目は、事務費、事業費の別を問わない。）が支出されている職員をいうものであり、「一般職員等」又は「臨時職員」の欄に記載された職員の内書きとして記載すること。
（表側区分）

６　「議会関係」、「総務関係」等の欄は、地方自治法施行規則第１５条第１項の別記（歳入歳出予算の款項の区分及び目の区分）の区分（学校教育関係及び警察関係を除く。）によること。

　　ただし、「総務関係」の欄には、「税務関係」を除いたものを記載すること。

(１)　「保育所職員」の欄には、児童福祉法第３９条に規定する保育所（認可されたものに限る。）に勤務する職員を記載すること。

(２)　「社会福祉施設職員」の欄には、社会福祉法第２条に規定する施設（保育所を除く。）に勤務する職員を記載すること。

(３)　「清掃職員」の欄には、ごみ（し尿）収集運搬車の運転手、収集作業員及びごみ（し尿）処理施設に従事する技能労務職の職員のみ（清掃事業の現場の職員に限る。）を記載すること。したがって、施設において、会計事務、計量事務を本務とする職員及び庁舎内等の清掃職員は該当しないものであること。

(４)　「保健所職員」の欄には、地域保健法第５条に規定する保健所に勤務する職員を記載すること。

(５)　「普及指導員等」の欄には、農業普及指導員、林業普及指導員及び水産改良普及員（農業改良助長法第８条、森林法第１８７条）を記載すること（都道府県のみ）。
(６)　「土木関係」の「土木工夫」の欄には、勤務公署のいかんにかかわらず、旧単純な労務に雇用される一般職に属する地方公務員の範囲を定める政令（昭和２６年政令第２５号）第２号に掲げる土木工夫に相当する職員を記載すること。

(７)　「消防関係」の欄には、消防本部、消防署及び消防団に勤務する職員を記載すること。なお、消防本部に勤務する職員は、「本庁関係職員」の欄に、その他の消防職員は「その他関係職員」の欄に記載すること。

(８)　「教育関係」の欄には、０１表職員数に関する調の「教育関係」の「学校以外の教育関係」の欄に記載された職員を記載すること。

 職種別、年齢別職員数に関する調（０５表）

１　本表は、０１表職員数に関する調に記載した職員について別記第１（２４頁）「職種区分表」の職種区分による職種別及び年齢階層別の職員数（再任用職員及び勤務延長職員を含む。）を調査するものであること。この場合職員の年齢は、平成２２年４月１日現在の満年齢によること。
２　臨時職員については、その職種のいかんに問わず、「臨時職員」又は「特定地方独立行政法人臨時職員」の欄に記載すること。
３　兼務等については、０１表の例（５頁の１３）によること。
４　「年齢」の「合計月数」の欄には、「職種」の欄に記載されている職員個々について、平成２２年４月１日現在の年齢を月数に換算し（１月未満は切り捨てる。）、それを合算して記載すること。
５　「平均年齢」は、年数で記載し、１０進法で計算すること。例えば、３４歳６箇月は３４．５と記載し、１２進法による３４．６とは記載しないこと。
６　表頭及び表側欄の「勤務延長職員」及び「再任用職員」はいずれも再掲の数値を記載すること。
 初任給基準に関する調（ eq \o\ac(○,県)

 eq \o\ac(○,指)０８表、 eq \o\ac(○,市)

 eq \o\ac(○,区)

 eq \o\ac(○,町)

 eq \o\ac(○,村)０９表）

　　本表は、初任給基準額及び昇給期間の短縮等の状況について調査するものであること。
（表頭区分）

１　「初任給基準額」の欄には、条例又は人事委員会規則等により定められている額（明文の規定があるもののみ）を記載すること。

２　「昇給期間短縮状況」の「短縮月数」の欄には、採用日と同日、採用後１年経過日及び採用後２年経過日において、昇給期間を短縮している月数（内規等による運用を含む。）を１年＝１２月＝１号（旧給料表の場合）を基準にして算出し、記載すること。したがって、国の旧制度と同様の中級６短についても短縮期間として取り扱うこと。また、昇給期間の延伸をしている場合は、「短縮月数」の欄に△印で記載（－（マイナス）で入力）すること。なお、採用後１年経過日とは、例えば、４月１日の採用者の場合は翌年の４月１日をいうものであること。

　  この短縮月数の算出の具体例を示せば、次のとおりであること（延伸の場合には当てはまらない。）。
　　なお、具体例はすべて旧給料表（４分割前）の場合を基準としているため、４分割をしている団体にあっては、算出にあたり注意すること。
(１)　採用日と同日において、初任給基準額より１号給高くする場合の短縮月数は１２月、２号給高くする場合の短縮月数は２４月とするものであること。

(２)　採用後１年経過日及び採用後２年経過日における短縮月数の計算方法は次のとおりであること。

なお、昇格がある場合の各経過日における号給は、昇格後の号給に対する直近下位の号給によるものとすること。

ア　採用後１年経過日

[image: image4.wmf]100

25


（採用後１年経過日における号給－初任給基準額の号給－１）×１２＋１年経過日におけ
る号給の経過月数

イ  採用後２年経過日

[image: image5.wmf]100

25


（採用後２年経過日における号給－初任給基準額の号給－２）×１２＋２年経過日におけ
る号給の経過月数

ウ　上記ア及びイの計算式において経過月数とは、採用後１年経過日又は採用後２年経過日（例えば、４月１日）における号給を発令された月（例えば、前年の１０月１日）から当該各経過日までの月数（この場合は６月）をいうものであること。なお、経過日からみて過去１２月内に昇給していない場合には、経過月数を０とすること。

エ　以上の具体例を示すと次のとおりである。
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ａ　採用１年以内にのみ３月短縮を行う場合
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　　　平成22年　　　　　23年　　  　　　　　　　24年　  　　　　　　　　25年

　  　  ４／１　　　　　１／１　　　４／１　　　１／１　　　４／１　　　１／１
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    　１級３号給　　　　１－４　　　　　　　　　１－５　　　　　　　　　１－６
    　（採用）

（ａ）採用後１年経過日（平成２３年４月１日）における短縮月数

　　　　　（４号給－３号給－１）×１２＝０……………………①

１年経過日における号給の経過月数

２３年１月１日から２３年４月１日まで＝３月………②

①＋②＝３月

（ｂ）採用後２年経過日（平成２４年４月１日）における短縮月数
（５号給－３号給－２）×１２＝０……………………①

２年経過日における号給の経過月数

　　　　　２４年１月１日から２４年４月１日まで＝３月………②

　　　　　①＋②＝３月
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ｂ  採用同日に１号昇給し、採用１年以内に６月短縮を２回行う場合

　　　平成22年　　　　　 　　　　　　　　　　23年　　 　　　 　24年

　  　  ４／１　　　　  　  10／１　　　　　　４／１　　　　　　４／１   　　

    　１級３号給　

    　 （採用）

    　１級４号給　　　　　　１－５　　　　　　１－６　　　　　　１－７
    　 （同日付けで１号昇給）

　　　採用日と同日の短縮月数Ｂ欄は１２月と記載

　　　　　〃　　　の昇給後の額Ｃ欄は１級４号給の額を記載　

（ａ）採用後１年経過日（平成２３年４月１日）における短縮月数

（６号給－３号給－１）×１２＝２４月………………①

１年経過日における号給の経過月数

　　 　　２３年４月１日から２３年４月１日まで＝０月………②

　　　　　①＋②＝２４月

（ｂ）採用後２年経過日（平成２４年４月１日）における短縮月数

（７号給－３号給－２）×１２＝２４…………………①

　　　　　２年経過日における号給の経過月数

　　　　　２４年４月１日から２４年４月１日まで＝０月………②

　　　　　①＋②＝２４月

ｃ  採用１年以内に３月短縮、２年以内に３月短縮を行う場合


　　　平成22年　　　　　23年　　 　　　　　　　　　　　　　24年　　　 

　  　  ４／１　　　　　１／１　　　４／１　　　10／１　　　４／１　　　10／１

    　１級３号給　　　　１－４　　　　　　　　　１－５　　　　　　　　　１－６

    　（採用）

（ａ）採用後１年経過日（平成２３年４月１日）における短縮月数

（４号給－３号給－１）×１２＝０月…………………①
１年経過日における号給の経過月数

　  　　　２３年１月１日から２３年４月１日まで＝３月………②

　　　　　①＋②＝３月

（ｂ）採用後２年経過日（平成２４年４月１日）における短縮月数

（５号給－３号給－２）×１２＝０月…………………①

２年経過日における号給の経過月数

２３年１０月１日から２４年４月１日まで＝６月……②

①＋②＝６月

ｄ  採用１年以内に６月短縮を２回、２年以内に６月短縮と昇格を行う場合


　　　平成22年　　　　　　　　　　　    23年　　　　　  　　　　　24年 

　   　４／１　　　　　 10／１　        ４／１　  　　　10／１  　 ４／１     10／１
   　 ２級２号給　　　　２－３　　　　　２－４　　　　　３－２　　　　　　    ３－３
    　（採用）                                         （昇格）

（ａ）採用後１年経過日（平成２３年４月１日）における短縮月数

（４号給－２号給－１）×１２＝１２月………………①

１年経過日における号給の経過月数
２３年４月１日から２４年４月１日まで＝０月………②

①＋②＝１２月

（ｂ）採用後２年経過日（平成２４年４月１日）における短縮月数

３級２号給は昇格前の直近下位２級５号給とみなす。

（５号給－２号給－２）×１２＝１２月………………①

２年経過日における号給の経過月数

２３年１０月１日から２４年４月１日まで＝６月……②
①＋②＝１８月

３　「採用日と同日」の「昇給後の額」の欄には、採用日と同日において昇給する場合には、その昇給後の給料月額を記載すること。なお、昇給しない場合は、初任給基準額（Ａ欄）をそのまま記載し、「短縮月数」の欄は空欄とすること。

（表側区分）
４　職種は、代表的な職種を抽出したものであり、当該職種について初任給基準を定めているもののみ（明文の規定がある場合のみ）を記載し、該当のないときは空欄とすること。

５　「学歴」の区分は、別記第２（２６頁）「学歴免許等資格区分表」（人事院規則９－８別表第３（同規則第１３条関係）及び給実甲第３２６号別表イ甲表、ロ乙表）の基準学歴の区分によること。
６　「試験」とは人事委員会等の実施する競争試験をいうものであること。

　　なお、大学助手（助教）、小・中学校教諭、高等学校教諭、幼稚園教諭等の教育公務員の採用については、教育公務員特例法第３条及び第１１条の規定によりすべて選考によるものとされているので注意すること。

７　「自動車運転手」、「守衛」及び「用務員」について、年齢等により初任給基準額に幅を設けている場合には、その最高額及び最低額をそれぞれ「最高」、「最低」の欄に記載すること。

　　なお、初任給基準額に幅を設けていない場合には、「最高」、「最低」の欄とも同額を記載すること。

 職種別職員数及び給与額に関する調（１２表）

　本表は、０１表職員数に関する調に記載した職員について、職種別に給料及び各種手当の支給職員数（勤務延長職員及び再任用職員を含む。）及び１人当たり支給月額（寒冷地手当、期末手当、勤勉手当、任期付研究員業績手当及び特定任期付職員業績手当については１人当たり支給年額）を調査するものであること。なお、特定地方独立行政法人職員については、各種手当に相当する手当の支給職員数及び支給額を調査すること。
（表頭区分）

１　給料及び各種手当（寒冷地手当、期末手当、勤勉手当、任期付研究員業績手当及び特定任期付職員業績手当を除く。）の「支給職員数」の欄には、給料及び各種手当を平成２２年４月分として、本来支給すべき職員数（ただし、特殊勤務手当、時間外勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、夜間勤務手当及び休日勤務手当については、４月実働職員数）を記載すること。

２　寒冷地手当、期末手当、勤勉手当、任期付研究員業績手当及び特定任期付職員業績手当の「支給職員数」の欄には、寒冷地手当にあっては、調査期日（平成２２年４月１日）の直近の支給基準日（国の場合平成２２年３月１日）に在職する支給実職員数を、期末手当、勤勉手当、任期付研究員業績手当及び特定任期付職員業績手当にあっては、平成２１年１２月分の支給基準日（国の場合は１２月１日）に在職する支給実職員数をそれぞれ記載すること。
３　「１人当たり支給月額」の欄には、各職員区分及び各職種区分に係る職員に対して、平成２２年４月分として支給すべき給料及び各種手当の支給総額のそれぞれについて、当該支給総額に対応する「支給職員数」の欄に記載されている職員数で除して得た額（百円未満四捨五入）を記載すること。

　　また、①特殊勤務手当、時間外勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、夜間勤務手当及び休日勤務手当の支給総額にあっては４月実働分支給総額とし、寒冷地手当、期末手当、勤勉手当、任期付研究員業績手当及び特定任期付職員業績手当の支給総額にあっては、平成２１年度実支給年額（基準日に在職する者の支給年額の合算）とすること。②給料及び各種手当（特殊勤務手当、時間外勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、夜間勤務手当、休日勤務手当、寒冷地手当、期末手当、勤勉手当、任期付研究員業績手当及び特定任期付職員業績手当を除く。）の支給総額には、休職者、停職者等に対し、給料又は各種手当の減額等がなされている場合であってもその者に本来支給されるべき月額を含めるものであること。③給料には給料の調整額及び教職調整額（注）（いずれも当該団体の条例で規定されているものに限る。）を含み、特地勤務手当及びへき地手当にはこれらに準ずる手当を含むものであること。④役職加算（再掲）は、期末手当及び勤勉手当の内書きとすること。したがって、支給年額は、期末手当・勤勉手当の合計額と、役職加算がないものとした場合の期末手当・勤勉手当の合計額の差額となるものであり、支給職員数は、期末手当・勤勉手当の支給職員数に計上された職員のうち、平成２１年度中に役職加算の対象となった職員数を記載するものである。この場合、期末手当に係る役職加算職員数と勤勉手当に係るそれとが異なる場合は、いずれか多い方の数を記載すること。

　　なお、給料が日額で定められている職員の給料月額は、当該日額の２１倍に相当する額を記入すること。

（注）

　ア　給料の調整額

　　　給与法第１０条及び人事院規則９－６（俸給の調整額）に定める俸給の調整額に相当する額で月を単位として支給されるもの。

　イ　教職調整額

　　　公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法第３条に定める教職調整額に相当する額

（表側区分）

４　職種区分は、別記「職種区分表」の職種区分によること。

(１) 「一般職員」の「計」、「一般行政職」、「技能労務職」、「臨時職員」、「再任用職員」及び「勤務延長職員」の各普通会計関係職員については（ロ）、（ハ）、（ヨ）、（フ）、（テ）及び（ア）の欄にそれぞれロ、ハ、ヨ、フ、テ及びアの欄の内書きとして記載すること。
(２)　「福祉職」の欄には、保育士、児童指導員及び生活指導員など社会福祉の専門的知識・技術をもって、自己の判断に基づき独立して、訓練・介護等対人サービスを行う職務の職員を記載すること。なお、社会福祉施設に勤務する会計事務職員、施設管理職員は「福祉職」に該当しない。また、資格の有無に限らず、その職員の本務に着目して整理すること。

(３)　「消防職」の欄には、消防本部や消防署に勤務する司令長、司令、司令補、消防士長、消防士等の階級で呼ばれる職員を記載すること。なお、消防本部から市長部局の建築課や防災課に人事異動で配属となった職員は「消防職」でなく「一般行政職」の欄に記載すること。
(４) 「バス事業運転手」の欄には、地方公営企業法第２条第１項第４号の自動車運送事業の運転手を記載すること。

(５) 「清掃職員」の欄には、清掃業務に従事する職員（し尿・ごみ収集の運転士を含む。）を記載すること（７頁６の（３）参照）。
(６) 「学校給食員」の欄には、学校給食の業務（給食センターを含む。）に従事する職員（例えば給食調理員）を記載すること。
(７) 「守衛」の欄には、俸給表の適用範囲（人事院規則９－２。以下「規則」という。）第２条第１号に規定する者に相当する職員を記載すること。

(８) 「用務員」の欄には、規則第２条第２号に規定する者に相当する職員（学校用務員を含む。）を記載すること。

(９)  「自動車運転手」の欄には、規則第２条第３号に規定する者に相当する職員を記載すること。

(10) 「電話交換手」の欄には、規則第２条第６号に規定する者に相当する職員を記載すること。

(11) 「その他」の欄には、技能労務職のうち、上記（３）から（８）までの区分のいずれにも該当しない者又は上記の区分により難い者を全て記載すること。

(12)  (２)「バス事業運転手」から(９)「その他」の欄については、「企業職」又は「技能労務職」の欄の内書きであることから、「一般職員」の「計（ハ～ヰの計）」の欄には計上しないこと。
(13) 「再任用職員」及び「勤務延長職員」の欄は、再掲の数値を記載すること。なお、特定地方独立行政法人に勤務する「再任用職員」及び「勤務延長職員」を含むものであること。

 経験年数別、学歴別職員数及び給料月額に関する調（ eq \o\ac(○,県)１４～１８表、３１～３７表、
 eq \o\ac(○,指) eq \o\ac(○,市)

 eq \o\ac(○,区)

 eq \o\ac(○,町)

 eq \o\ac(○,村)１４～１６表、３１～３７表）
１　本表は、１２表職種別職員数及び給与額に関する調の職種のうち、一般行政職、技能労務職、高等学校教育職、小・中学校教育職及び警察職について、経験年数別、学歴別の職員数及び給料月額を調査するものであること。ただし、再任用職員は学歴区分によらないでまとめて記載すること。したがって、原則として職種の区分は１２表と一致するものであるが、１２表の高等学校教育職又は小・中学校教育職の区分に、特別支援学校、各種学校（専修学校を含む。）又は幼稚園の教員が含まれている場合はこれを除くこと。
　　また、技能労務職については、その内訳として、清掃職員、学校給食員、守衛、用務員、自動車運転手、電話交換手、その他技能労務職に区分して記載すること。

２　学歴（給与決定上の学歴）の区分は次によること。

「給与決定上の学歴」は、その職員の給与の決定の基礎として用いた学歴免許等の資格に基づいて記入すること。

　　「給与決定上の学歴」は、職員の実際の最終学歴と異なる場合があるので次の点に注意すること。

ア　人事院規則９－８（初任給・昇格・昇給等の基準）第１３条第２項第１号及び第２号（初任給基準表の試験欄の「正規の試験」）の例により採用された職員については、その試験に定められている基準学歴より下位の学歴免許等の資格しか有しない者でも、当該試験の基準学歴による。ただし、修学年数差を号給加算された場合は、その加算された修学年数の基準学歴による（例えば、短大２卒の者が高校卒を基準とする初級試験に合格して採用され、初任給を高校卒の者より１０号給上位に決定された場合の学歴区分は短大卒とする。）。

イ　同規則第１６条（下位の区分を適応する方が有利な場合）の例により、号給が決定された者については、その号給決定の基礎となった当該下位の基準学歴による。

ウ　同規則第４３条（上位資格の取得等）の例により、号給を決定された者については、その号給決定の基礎となった基準学歴による（例えば、初級試験により採用された者が在職中に上級試験に合格し、それに基づいて昇格、昇給した場合等）。

エ　人事院規則９－８－69（人事院規則９－８（初任給、昇格、昇級等の基準）の一部を改正する人事院規則（平成21年５月））による改正前の規則別表第２「級別資格基準表」の備考（行政職俸給表（一）については無線従事者、行政職俸給表（二）については自動車運転手、設計機械操作手等）又は給実甲３２６号（同規則の運用について）別表「乙表」（船員及び教育公務員）の例により、号給を決定された者については、その特別の定めによる基準学歴による。
３　「平均給料月額」の欄には、経験年数別・学歴別に区分された職員が平成２２年４月分としてうけるべき給料について、それぞれの平均給料月額を記載すること。
　　この場合の平均給料月額は、当該給料月額総額（給料の調整額及び教職調整額を含む。）に対応する「職員数」の欄に記載されている職員数で除して得た額（百円未満四捨五入）とするものであること。

４  経験年数は、平成２２年４月１日現在における経験年数によること。なお、「合計月数」の欄には、年数でなく月数を記載し、「平均月数」の欄には、「合計月数」を「合計職員数」で除し、１０進法による年月数（例えば、１４年６箇月は１４．５）を記載し、１２進法による年月数(１４．６)を記載しないこと。

５　経験年数は、次の方法より算出すること。なお、この経験年数を算出する際には、当該団体の基準によることなく、必ず本調査の基準によること。
(１)　本調査の経験年数は、職員の実際の勤続年数とは異なる場合が多いので、以下により正確に記載すること。
(２)　「給与決定上の学歴の基礎となった学歴」取得後採用までの間に、民間企業等における在職期間、その他の期間を有するものについては、それらの期間について、別記第３（３２頁）の「経験年数換算表」（人事院規則９－８別表第４）及び給実甲第３２６号（同規則の運用について）第１５条の２関係の例によって換算し、当該換算後の経験月数を採用後の経験月数（勤続年数）に加えた経験年数によること。
(３)　（２）以外は「給与決定上の学歴」の基礎となった学歴免許等の資格取得後平成２２年４月１日までの経験年数を記載すること。
(４)　経験年数の計算には次のような例外があるので注意すること。

　　ア　医師、歯科医師、薬剤師、栄養士等のように「初任給基準表」の備考において、経験年数が免許を取得した時以降に限られているものはその経験年数によること。

　　　　（人事院規則９－８第１５条の２第３項、給実甲第３２６号第１５条の２関係等）
　　イ　自動車運転手等の免許所有職員については、「初任給基準表」の備考及び給実甲第３２７号（免許所有職員等の経験年数）により、特に免許取得前の年数の加算が認められるので、これらの免許所有職員は、その加算された経験年数によること。
ウ　「給与決定上の学歴」（基準学歴）と「給与決定上の学歴の基礎となった学歴」の基準修学年数が異なる場合は、別記第４（３３頁）「経験年数調整表」（人事院規則９－８別表第５）による調整後の経験年数による。なお、この場合調整後の経験年数がマイナスとなる場合は、経験年数は、「０」とする。
例えば、准看護師学校（養成所）を卒業した者は、給与決定上の学歴は「高卒」であるが、給与決定上の学歴の基礎となった学歴は「高校２卒」であるから、実際の経験年数から１年を控除した年数がここでいう経験年数になる。
(５)　経験年数算出の具体例を示すと次のとおりである。
ａ　高校卒業後他に就職することなく採用された場合
　　　　平成２年　３月１０日　○○高校卒
（自宅で家事手伝）　７月

平成２年１０月　　　　採用　　　

１９年７月
平成２２年　４月　１日　調査時点　


ｂ　短大卒業者が初級試験に合格し採用された場合
　　　
平成　７年３月２５日　　○○短大卒　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１月
　  　　　　　　４月　４日　　採用（初級試験合格者として）　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５年１月

　　　平成２２年４月　１日　　調査時点

　　
ｃ　初級採用者が、途中で上級試験に合格した場合
(ａ)　給料の変更を行わなかった場合
　　　　　平成　６年３月１０日　　○○高校卒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１月
　　　　　　　　６年４月　１日　　採用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８年
　　　　　平成１４年３月１５日　　上級試験合格

　　　　　　　　　　（給料の変更を行わない）　　　　　　８年１月
　　　　　平成２２年４月　１日　　調査時点

(ｂ)　給料の変更を行った場合

平成１１年３月１０日　 ○○高校卒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１月

　　　　　　１１年４月　１日　　採用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５年

　　　　　　１６年３月３１日　　上級試験合格

　　　　　　１６年４月　１日　　上級職として採用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６年１月

　　　　　　２２年４月　１日　　調査時点

　　　
ｄ　採用前に前歴がある場合

○○年○月　中学卒　　　　　　　　
○月　○○株式会社入社　　　　　　　
　    　　　　　　　　　　　　
○○年○月　同社退社　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　○月　○○省採用　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○○年○月　同省退職　　　　　　　
　　　　　　○○年○月　○○会社入社　　　　　　　　　
           　                                 
○○年○月　同社退社　　　　　　　　　
　　　　　　　　　○月　○○町職員となる　　　　　　

平成２２年４月１日　調査時点　

ｅ　自動車運転手の場合
　　　　　
○○年○月　高校卒　　　　　　　　　　　　自宅
　　　　　　　　○月　○○運送株式会社入社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ　助手（給実甲第３２７号）
　　　　　○○年○月　自動車運転免許取得

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ　運転手（別記第３の２の(１)）
　　　　　○○年○月　○○運送株式会社退社　　　　　　　
　　　　　　　　○月　○○市職員（自動車運転手）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ
　　　 平成２２年４月１日　調査時点

 年齢別、学歴別職員数及び給料月額に関する調（２７～２８表）

１　本表は、０５表職種別、年齢別職員数に関する調の職種のうち、一般行政職及び技能労務職について、年齢別、学歴別の職員数及び給料月額を調査するものであること。ただし、再任用職員は学歴区分によらないで一括記載すること。したがって、職種の区分は０５表と一致するものであること。

２　表頭の年齢区分は、平成２２年４月１日現在の満年齢によること。

３　学歴の区分及び平均給料月額は、経験年数別、学歴別職員数及び給料月額に関する調の記載要領２及び３（１３頁）により記載すること。

４　年齢の「合計月額」は職員の年齢を月数に換算し（１月未満は切り捨てる。）、それを合算して記載し、「平均年齢」の欄には、「合計月数」を「合計職員数」で除した１０進法による年月数を記載すること。

 年齢別、学歴別職員数及び給与月額に関する調（３８～３９表）

１　本表は、０５表職種別、年齢別職員数に関する調の職種のうち、一般行政職及び技能労務職について、年齢別、学歴別の職員数及び給与月額を調査するものであること。ただし、再任用職員は学歴区分によらないで一括記載すること。したがって、職種の区分は０５表と一致するものであること。

２　表頭の年齢区分は、平成２２年４月１日現在の満年齢によること。

３　本表の各年齢別、学歴別職員数は、２７～２８表年齢別、学歴別職員数及び給料月額に関する調の職員数と一致すること。

４　「平均給与月額」の欄には、年齢別・学歴別に区分された職員が平成２２年４月分として受けるべき給料及び各種手当の合計額について、それぞれ記載すること。

この場合の平均給与月額は、給料月額総額（給料の調整額及び教職調整額を含む。）に各種手当の支給総額を加えた当該給与月額総額に対応する「職員数」の欄に記載されている職員数で除して得た額（百円未満四捨五入）とすること。
また、平均給与月額に含める各種手当は、１２表職種別職員数及び給与額に関する調の「扶養手当」から「休日勤務手当」までの手当（寒冷地手当、期末手当、勤勉手当、任期付研究員業績手当及び特定任期付職員業績手当を除く。）とすること。

５　年齢の「合計月額」は職員の年齢を月数に換算し（１月未満は切り捨てる。）、それを合算して記載し、「平均年齢」の欄には、「合計月数」を「合計職員数」で除した１０進法による年月数を記載すること。

 職員区分別、学歴別、年齢別採用職員数に関する調（１９表）

　本表は、平成２２年４月１日及び平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの期間に採用した一般職に属する常勤の職員について学歴別・年齢別の採用者数を調査するものであること。ただし、臨時職員及び再任用職員は、本表では調査対象外とし採用者に含めないこと。また、産休代替職員等も採用者に含めないこと。
　なお、採用者とは、当該団体に正規の職員として採用されたものをいい、団体等内部における異動による採用は任命権者を異にする場合でも採用者に含めない。また、県費負担教職員と当該都道府県職員との異動又は県費負担教職員としての同一都道府県内の市町村間の異動による場合も採用者には含めないものであること。したがって、臨時職員を正規の職員として採用した場合には、採用者に含めるものであること。また、地方独立行政法人法第５９条第１項による職員の引き継ぎについては含めないこと。
（表頭区分）

１　「一般職員」とは、「教育公務員」、「警察官」及び「特定地方独立行政法人職員」のいずれにも該当しない職員をいうものであること。

２　「一般職員のうち技能労務職員」とは、一般職員のうち、別記第１の(１２)技能労務職をいうものであること。

３　「教育公務員」とは、０１表の「学校関係」の「教育公務員」の職員をいうものであること。したがって、「学校以外の教育関係」の欄のうちの「教育公務員」は、「一般職員」に含めること。

４　「警察官」とは、０１表の「警察官」をいうものであること。

５　「特定地方独立行政法人職員」とは０１表の「特定地方独立行政法人職員」をいうものであること。

６　学歴の区分は、別記第２「学歴免許等資格区分表」（人事院規則９－８別表第３（同規則第１３条関係）及び給実甲第３２６号別表イ甲表、ロ乙表）の基準学歴の区分によること。
７　「うち試験採用」の欄には、正規の試験（０８、０９表初任給基準に関する調の「試験」の項に記載されている初任給基準で職員を採用する場合の試験をいう。）により採用された者の数を内書きとして記載すること。
（表側区分）

８　年齢区分は、採用時の満年齢によること。なお、別記第２「学歴免許等資格区分表」中「１　大学卒」の「五　大学４卒」の(１３)の該当者で２１歳の者、「３　高校卒」の「三　高校２卒」の(１)該当者で１７歳の者等は、斜線の上に記載すること。

 退職事由別、年齢別退職者数及び退職手当額に関する調（ eq \o\ac(○,県)２０～２４表、２９～３０表、
 eq \o\ac(○,指)

 eq \o\ac(○,市)

 eq \o\ac(○,区)

 eq \o\ac(○,町)

 eq \o\ac(○,村)２０～２１表、２３～２４表、２９～３０表）
　本表は、平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの期間に退職した一般職に属する職員（教育長は除く。）で、「職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例(案)（平成２１年総行給第４５号）」による改正後の「職員の退職手当に関する条例(案)（昭２８自丙行発第４９号）」（以下「条例(案)」という。）の適用の対象となるべき職員（以下「条例(案)適用職員」という。）について、退職者数及び退職手当額を職員区分別、退職事由別、年齢別に調査するものであること。したがって、条例(案)の適用を受ける臨時職員及び昭和３７年改正条例(案)附則第５項適用者（以下本表中では「附則第５項適用者」という。）を含むものであること。

　なお、「職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例(案)（平成１８年総行給第５号）」による改正を行っていない団体については、改正後の条例(案)による退職事由により区分すること。
また、企業職員、技能労務職員及び特定地方独立行政法人職員についても、条例(案)適用職員の例により調査するものであること。

　退職者とは、当該団体等から退職した者をいい、団体内部における異動による退職者は任命権者を異にする場合でも退職者には含めないものであり、また、県費負担教職員と当該都道府県職員との異動又は県費負担教職員としての同一都道府県内の市町村間の異動による場合も退職者には含めないものであること。なお、地方独立行政法人法第５９条第１項による職員の引き継ぎについては含めないものであること。
　職員区分の「教育公務員」、「警察官」及び「特定地方独立行政法人職員」とは、調査要領の１９表３～５の教育公務員、警察官及び特定地方独立行政法人職員と同じ者であること。「一般職員」とは、「教育公務員」、「警察官」及び「特定地方独立行政法人職員」以外の職員をいうものであること。したがって、条例(案)の適用を受ける臨時職員及び附則第５項適用者（特定地方独立行政法人に勤務する職員を除く。）は、「一般職員」に含まれ、「教育公務員」及び「警察官」には含まれないものであること。
（表頭区分）
１　退職事由別の区分は、条例(案)に定める区分によること。

２　「手当を支給されない者」のうち「支給制限規定該当者」欄には、条例(案)第１２条第１項又は第１４条第１項若しくは第２項の規定により退職手当の全部が支給されなかった者の人数を記載すること。

３　「手当の一部の支給制限規定該当者」欄には、条例(案)第１２条第１項又は第１４条第１項若しくは第２項の規定により退職手当の一部が支給されなかった者の人数を記載すること。なお、この欄の数値は「（条例(案)第３条）」、「（条例(案)第４条）」又は「（条例(案)第５条）」のいずれかの内書きとなること。
４　「手当の基本額の最高限度制限規定該当者」欄には、条例(案)第３条～第５条の支給割合によった場合、条例(案)第６条の規定（退職手当の基本額の最高限度額）に該当する者について計上する。なお、この欄の数値は「（条例(案)第３条）」、「（条例(案)第４条）」又は「（条例(案)第５条）」のいずれかの内書きとなること。

５　「条例(案)第５条の３」欄には、「条例(案)第５条（勤続２５年以上の勧奨）」該当者のうち条例(案)第５条の３の規定に該当する者について再掲すること。

６　「手当総額」欄には、当該団体の条例（団体が加入する退職手当組合の条例を含む。以下同じ。）等に基づき退職者に支給された退職手当の総額（千円未満四捨五入）を退職事由別、年齢別に記載することとし、退職手当の基本額に退職手当の調整額を加えた額とする。なお、調査日現在未支給のものにあっても、条例に基づく退職手当が支給されたものとして含めること。

７　「定年退職・その他」欄は定年退職者等を記載すること。

８　「（定年退職－再掲）」欄は条例(案)第３条、条例(案)第４条及び条例(案)第５条の規定に該当する者のうち定年退職者について記載すること（３０表関係）。

（表側区分）

９　年齢区分は、退職時の満年齢によること。

10　区分の「産休等代替教員」は次によること。

　　「産休等代替教員」とは退職手当が支給された代替教員（産前産後休暇、育児休業、病気休暇等による代替教員）すべてをいうこと。
特別職に属する職員等の定数及び給料（報酬）額に関する調（ eq \o\ac(○,県)

 eq \o\ac(○,指)２５表、 eq \o\ac(○,市)

 eq \o\ac(○,区)

 eq \o\ac(○,町)

 eq \o\ac(○,村)２６表） 
１　本表は、特別職に属する職、教育長及び特定地方独立行政法人の役員について、定数及び１人当たり給料（報酬）額を調査するものであること。したがって、欠員の場合も調査対象となるので特に留意すること。

２　「１人当たり給料（報酬）額」の欄には、条例で定めた１人当たりの支給額（百円単位）を記載すること。「出席１回当たり」と定めている場合には、日額で定めているものとすること。なお、同一の欄に属する者について、給料（報酬）の額を異にするものがあるときは、その平均額を記載すること。なお、地方公共団体において複数の特定地方独立行政法人を設立している場合は、年額、月額及び日額（併給されている場合の区分を含む。）の区分別にそれぞれの額を平均したものを記載すること。

３　給料（報酬）の「適用年月日」の欄には、現行の給料（報酬）額が支給されていることとなった年月日を記載すること。
４　教育委員会等を共同設置する市町村においては事務局の所在する団体で記入すること。

５　「地方自治法の一部を改正する法律（平成１８年法律第５３号）」の附則第３条の経過措置により、平成２２年４月１日現在において出納長及び収入役が在職する団体は、その状況について「出納長・収入役」欄に記載すること。
　　なお、会計管理者については一般職員に含めて記載すること。

 給料表別、級号給別職員数及び給料月額に関する調（附表）

１　本表は、都道府県及び指定都市が記載すること。

２　本表は、当該団体の条例等により制定されている給料表のうち、技能労務職、高等学校教育職、小・中学校教育職及び警察職の職員が適用を受ける給料表について、職員数（再任用職員を除く。）、昇給期間及び給料月額を調査するものであること。なお、職員数総計ｃ欄は、１５～１８表のそれぞれの合計職員数Ａに一致するものであること。
３　条例で定められている各給の最高号給に赤色で下線を付すこと。
４　「級」、「号給」、及び「給料月額」の欄は、条例又は規則に定められているものを記載すること。
５　給料表の初号に達しない給料月額を受ける職員があるときは、当該職員の給料月額及びその職員数を初号の欄の一段上の欄に段階ごとに記載すること。この場合において各級の初号の欄はそろえること。

６　最高号給を超える給料月額を受ける職員については、当該職員の給料月額及びその職員数を最高号給の欄の一段下の欄に段階ごとに記載すること。

７　技能労務職給料表について２つ以上の異なった給料表があるときは、その全てについて別々に記載すること。

８　「職員数」の欄には平成２２年４月１日現在に当該級号給に格付けされている職員数を記載すること。

 個人別表記入要領 
１　本表は、１４～１５表「経験年数別、学歴別職員数及び給料月額に関する調」及び２７～２８表「年数別、学歴別職員数及び給料月額に関する調」の基礎資料とするため、平成２２年４月１日現在に在職する一般行政職、技能労務職の職員について、個人ごとに記載すること。

２　職種区分は、別記第１「職種区分表」の区分により記載すること。

３　給与決定上の学歴は、当該職員の給料を決定する上で基礎となった学歴を、別記第２「学歴免許等資格区分表」の基準学歴区分により記載すること。

４　経験年数階層区分は、１４～１５表の表頭区分（１年未満、１年以上２年未満、～）の別を記載すること。

５　年齢階層区分は、２７～２８表の表頭区分（１８歳未満、１８・１９歳、～）の別を記載すること。
６　年齢は、平成２２年４月１日現在における当該職員の満年齢を１２進法により記載すること。

７　経験年数は次により掲載すること。

(1)　前歴分は、「給与決定上の学歴の基礎となった学歴」を取得した後、採用までの間に民間企業等における在職期間、その他の期間を有する者について、それらの期間を別記第３「経験年数換算表」（人事院規則９－８別表第４）及び給実甲第３２６号（同規則の運用について）第１５条の２関係の例によって換算した年月数を記載すること。

(2)　在職年数は、当該団体に採用された日から、平成２２年４月１日までの年月数を記載すること。

(3)　調整年数は、次のような場合の年月数を記載すること。（１４頁５（４））

ア　「給与決定上の学歴」（基準学歴）と「給与決定上の学歴の基礎となった学歴」の基準修学年数が異なる場合は、別記第４「経験年数調整表」により、調整すべき年数を記載すること。

イ　自動車運転手等の免許所有職員については、「初任給資格基準表」の備考及び給実甲第３２７号（免許所有職員等の経験年数）により、特に免許取得前の年数の加算が認められているので、これらの免許所有職員は、この加算される年月数を記載されること。
(4)　年月数を記載する場合には、１２進法による年月数（例えば、１４年６箇月は「１４．６」）を記載し、１０進法による年月数（１４．５）を記載しないこと。
８　給料の級号給は、平成２２年４月１日現在における当該職員の級号給を記載すること。なお（　）には、適用給料表の名称を略記（例えば、行政職給料表であれば（行）と、技能労務職給料表であれば（技）等）とすること。

９　給料月額等は、当該職員が平成２２年４月分として受けるべき給料及び給料の調整額を記載すること。

10　「給与決定上の学歴の基礎となった学歴」は、当該職員の給料を決定する時点において基礎となった学歴（例えば、大学４卒、高校３卒、中学卒等）を別記第２「学歴免許等資格区分表」の学歴区分により記載すること。
給与決定上の学歴　　高校卒


経験年数　　７月×� EMBED Equation.3  ���＋１９年７月＝１９年９月� EMBED Equation.3  ���


　　　　　　　　　  100





給与決定上の学歴　　短大卒


経験年数　　１月×� EMBED Equation.3  ���＋１５年１月＝１５年２月





給与決定上の学歴　　高校卒


経験年数　１月×� EMBED Equation.3  ���＋８年＋８年１月＝１６年２月





給与決定上の学歴　　大学卒


経験年数　　６年１月





給与決定上の学歴　　中学卒


経験年数（Ａ×� EMBED Equation.3  ���）+（Ｂ×� EMBED Equation.3  ���）+（Ｃ×� EMBED Equation.3  ���）+（Ｄ×� EMBED Equation.3  ���）+（Ｅ×� EMBED Equation.3  ���）+Ｆ





給与決定上の学歴　　高校卒


経験年数　（Ａ×� EMBED Equation.3  ���）＋（Ｂ×� EMBED Equation.3  ���）＋Ｃ





Ｃ　その種類が類似する職務（別記第３の１の(１)）





Ｂ　その他の期間（別記第３の２の(２)）





Ｄ　自宅（別記第３の４の(３)）





Ｅ　その経験が役に立つと認められる職務（別記第３の２の(１)）





Ａ　自宅（別記第３の４の（３））





Ｆ








2
6

_1198671330.unknown

_1198671392.unknown

_1198671469.unknown

_1198672832.unknown

_1202298126.unknown

_1198672236.unknown

_1198671429.unknown

_1198671361.unknown

_1198585253.unknown

_1198591737.unknown

_1198583702.unknown

